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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第102期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第101期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (百万円) 15,797 69,346

経常利益 (百万円) 730 3,313

四半期(当期)純利益 (百万円) 434 1,762

純資産額 (百万円) 17,693 17,374

総資産額 (百万円) 68,332 69,074

１株当たり純資産額 (円) 264.22 259.45

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 6.49 26.32

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 25.9 25.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,499 2,976

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △356 △2,542

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,322 576

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 4,721 4,907

従業員数 (名)
927
(112)

906
(110)

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　従業員数の(　)は、平均臨時雇用者数であり、外数であります。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間における、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれてい

る事業の内容の重要な変更は以下のとおりです。

(1) 主な関係会社の異動

当社で製造した冷間圧延ステンレス鋼帯の一部を販売しておりました日鈞鋼鉄(上海)有限公司

(連結子会社)は、平成20年４月16日に清算結了のため、連結会社から除外しております。

 

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間における、重要な関係会社の異動は以下のとおりです。

(1) 除外

上記の「２　事業の内容」に記載したとおり、従来、みがき帯鋼事業に含めておりました日鈞鋼鉄

(上海)有限公司(連結子会社)は、平成20年４月16日に清算結了のため、連結会社から除外しており

ます。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 927　(112)

(注)　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は(　)内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載

しております。

 

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 594　( 55)

(注)　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は(　)内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとお

りであります。
 

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円)

みがき帯鋼事業 10,956

加工品事業 1,896

合計 12,853

(注) １　金額は販売価格によっております。
２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 

(2) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとお

りであります。
 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

みがき帯鋼事業 12,977 4,485

加工品事業 2,306 779

合計 15,283 5,265

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとお

りであります。
 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)

みがき帯鋼事業 13,458

加工品事業 2,338

合計 15,797

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　当第１四半期連結会計期間における相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は、当該割合が100分の10以上の相手先がないため、記載は省略しております。

３　上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていません。

 

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間は、ニッケル相場が最高値まで一気に上昇しました前第１四半期連結

会計期間と比べ、直近のニッケル価格は約７割減と大きく下落しており、ステンレス鋼帯製品価格

の下落が続いております。この下落基調が継続しておりましたことから発注手控えも引き続きみら

れました。また、改正建築基準法の影響で加工品部門の建築関連商品の荷動きも非常に低調であり

ました。このような状況のもと当第１四半期連結会計期間の売上高は、みがき帯鋼部門での高付加

価値製品の拡販は概ね順調に推移しましたが、みがき帯鋼部門での市況下落の影響や加工品部門で

の建築関連商品の不振などで前第１四半期連結会計期間と比べ12億４百万円(7.1％)減収の157億

９千７百万円となりました。損益面につきましては、前第1四半期連結会計期間はニッケル相場が最

高値をつける過程で販売価格への反映を順調に進めることができましたことによる材料評価額と

販売価額のタイムラグによる差益がありましたが、当第１四半期連結会計期間はその分の利益がな

くなりました。これらの結果、営業利益は、前第１四半期連結会計期間と比べ６億１千５百万円

(44.1％)減益の７億８千万円となり、経常利益は、前第１四半期連結会計期間と比べ５億４千万円

(42.5％)減益の７億３千万円となり、四半期純利益は、前第１四半期連結会計期間と比べて２億７

千万円(38.4％)減益の４億３千４百万円となりました。

 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

①　みがき帯鋼部門

みがき帯鋼部門の売上高は、前第１四半期連結会計期間と比べ９億２百万円(6.3％)減収の134

億５千８百万円となり、営業利益で前第１四半期連結会計期間と比べ３億２千３百万円(22.8％)

減収の10億９千４百万円となりました。

②　加工品部門

加工品部門の売上高は、前第１四半期連結会計期間と比べ３億２百万円(11.4％)減収の23億３

千８百万円となり、営業利益で前第１四半期連結会計期間と比べ２億６千万円(86.8％)減収の３

千９百万円となりました。

 

(2) キャッシュ・フロー分析

当第１四半期連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)

は、営業活動による収支と投資活動による収支を合わせると、11億４千２百万円の収入(前年同四半

期５億９千１百万円の収入)となり、さらに、財務活動による収支を加味すると、１億７千９百万円

の支出(前年同四半期３億８千７百万円の支出)となり、前連結会計年度末に比べ資金は１億８千５

百万円(3.8％)の減少となり、当第１四半期連結会計期間末には47億２千１百万円となりました。
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(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、14億９千９百万円の収入(前年同四半期９億４百万円

の収入)となりました。これは、税金等調整前四半期純利益が７億８千６百万円(前年同四半期11

億８千６百万円)、減価償却費が３億７千万円(前年同四半期３億３千４百万円)であり、売上債権

の減少による収入７億２千１百万円によるものと、たな卸資産の増加による支出２億５千３百万

円によるものと、仕入債務の減少による支出１億３千４百万円と、法人税等の支払額２億３千５

百万円によるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、３億５千６百万円の支出（前年同四半期３億１千３百

万円の支出）となりました。これは、有形固定資産の取得による支出があったこと等によるもの

であります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、13億２千２百万円の支出(前年同四半期９億７千９百

万円の支出)となりました。これは、長期借入金の返済による支出10億７千４百万円と配当金の支

払額１億５千４百万円等によるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は64百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

①　提出会社

当第１四半期連結会計期間において、以下の設備を取得いたしました。

事業所名

(所在地)

事業の種類別

セグメントの

名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物

及び構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡)
その他 合計

板橋工場

(東京都板橋区)
みがき帯鋼

箔製造用

圧延ライン
― 1,677 ― ― 1,677 ―

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設は、

上記の「(1)主要な設備の状況①提出会社」に記載したとおりであり、除却等については重要な変

更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありませ

ん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 67,000,000同左
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 67,000,000同左 ― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年６月30日 ― 67,000 ― 6,857 ― 986

 

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大量保有報告書等の写しの送付等がなく、大株主の異動は把握

しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現
在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式
等)

― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式
等)

(自己保有株式)
普通株式　　　33,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　66,793,000 66,793 ―

単元未満株式 普通株式　　 174,000 ― ―

発行済株式総数 67,000,000― ―

総株主の議決権 ― 66,793 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が14,000株(議決権14個)

含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式287株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現
在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本金属株式会社

東京都板橋区舟渡
四丁目10番１号

33,000 ― 33,000 0.05

計 ― 33,000 ― 33,000 0.05

 

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成20年
４月

 
５月

 
６月

最高(円) 263 283 380

最低(円) 235 245 233

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動はありませ
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ん。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年

４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四

半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(１)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第1四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,884 5,091

受取手形及び売掛金 ※２
 16,448

※２
 17,308

商品 1,409 1,309

製品 5,062 4,968

仕掛品 4,181 4,134

原材料 261 412

貯蔵品 680 678

その他 1,043 913

貸倒引当金 △28 △106

流動資産合計 33,944 34,709

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 4,983

※１
 5,080

機械装置及び運搬具（純額） ※１
 7,419

※１
 5,943

土地 16,672 16,701

その他（純額） ※１
 1,020

※１
 2,524

有形固定資産合計 30,095 30,248

無形固定資産 139 139

投資その他の資産

投資有価証券 3,242 2,903

その他 970 1,133

貸倒引当金 △60 △60

投資その他の資産合計 4,152 3,976

固定資産合計 34,387 34,365

資産合計 68,332 69,074
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（単位：百万円）

当第1四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 19,203 19,563

短期借入金 11,348 11,591

未払法人税等 503 293

賞与引当金 161 496

その他 3,024 2,399

流動負債合計 34,241 34,343

固定負債

長期借入金 9,791 10,716

退職給付引当金 2,414 2,416

再評価に係る繰延税金負債 4,035 4,035

負ののれん 1 1

その他 153 187

固定負債合計 16,397 17,356

負債合計 50,638 51,700

純資産の部

株主資本

資本金 6,857 6,857

資本剰余金 986 986

利益剰余金 4,055 3,793

自己株式 △7 △6

株主資本合計 11,891 11,629

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 913 711

土地再評価差額金 4,855 4,850

為替換算調整勘定 32 182

評価・換算差額等合計 5,801 5,744

純資産合計 17,693 17,374

負債純資産合計 68,332 69,074
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(２)【四半期連結損益計算書】
　　【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第1四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

売上高 15,797

売上原価 13,411

売上総利益 2,385

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 305

役員報酬及び給料手当 625

賞与引当金繰入額 75

退職給付費用 40

減価償却費 44

その他 514

販売費及び一般管理費合計 1,605

営業利益 780

営業外収益

受取利息 1

受取配当金 38

負ののれん償却額 0

持分法による投資利益 1

為替差益 53

その他 39

営業外収益合計 134

営業外費用

支払利息 83

退職給付費用 85

その他 15

営業外費用合計 184

経常利益 730

特別利益

貸倒引当金戻入額 75

特別利益合計 75

特別損失

固定資産売却損 3

固定資産除却損 16

特別損失合計 19

税金等調整前四半期純利益 786

法人税、住民税及び事業税 450

法人税等調整額 △98

法人税等合計 351

四半期純利益 434
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(３)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第1四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 786

減価償却費 370

貸倒引当金の増減額（△は減少） △77

賞与引当金の増減額（△は減少） 237

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3

受取利息及び受取配当金 △40

支払利息 83

為替差損益（△は益） △20

持分法による投資損益（△は益） △1

有形固定資産売却損益（△は益） 3

有形固定資産除却損 16

売上債権の増減額（△は増加） 721

たな卸資産の増減額（△は増加） △253

仕入債務の増減額（△は減少） △134

その他 85

小計 1,772

利息及び配当金の受取額 44

利息の支払額 △82

法人税等の支払額 △235

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,499

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △388

有形固定資産の売却による収入 16

投資有価証券の取得による支出 △5

投資有価証券の売却による収入 2

その他 19

投資活動によるキャッシュ・フロー △356

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △92

長期借入金の返済による支出 △1,074

配当金の支払額 △154

自己株式の増減額（△は増加） △0

その他 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,322

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △185

現金及び現金同等物の期首残高 4,907

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,721
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

１　連結の範囲の変更

当第１四半期連結会計期間から、平成20年４月16日

に清算結了した日鈞鋼鉄(上海)有限公司を連結会社

から除外しております。

２　会計方針の変更

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会

計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準

第９号)を当第１四半期連結会計期間から適用

し、評価基準については、主に移動平均法による

原価法から主に移動平均法による原価法(収益性

の低下による簿価切下げの方法）に変更してお

ります。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、

売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整

前四半期純利益はそれぞれ89百万円減少してお

ります。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇

所に記載しております。

(2) 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱いの適用

「連結財務諸表作成における在外子会社の会

計処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委

員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号)を

当第１四半期連結会計期間から適用し、連結決算

上必要な修正を行っております。

なお、これによる、営業利益、経常利益及び税金

等調整前四半期純利益に与える影響はありませ

ん。
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【簡便な会計処理】

 

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

１　棚卸資産の評価方法

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関し

ては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸

高を基礎として合理的な方法により算定する方法に

よっております。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の見積り

を考慮した予算に基づく年間償却費予定額を期間按分

する方法によっております。

３　経過勘定項目の算定方法

固定費的な要素が大きく、予算と実績の差異が僅少

のものについては、合理的な算定方法による概算額で

計上する方法によっております。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加

減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法

によっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連

結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結

会計年度において使用した将来の業績予測やタックス

・プランニングを利用する方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　30,523百万円

※２　受取手形割引高　　　　　　　　　　 385百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　30,236百万円

※２　受取手形割引高　　　　　　　　　　 270百万円

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 4,884百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △163百万円

現金及び現金同等物 4,721百万円
　

 

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 67,000,000

 

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 35,361

 

 

３　新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

 

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月22
日
取締役会

普通株式 利益剰余金 167 2.50平成20年３月31日平成20年６月27日

 

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配

当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。
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(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理

を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べ

て著しい変動が認められないため、記載しておりません。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がありません。

 

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の当第１四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較

して著しい変動がありません。

 

(ストック・オプション関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

 

 
みがき帯鋼
(百万円)

加工品
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高      

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

13,458 2,338 15,797 ― 15,797

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

437 ― 437 (437) ―

計 13,896 2,338 16,234 (437) 15,797

営業利益 1,094 39 1,134 (354) 780

(注) １　事業区分は、売上集計区分によっております。

２　各事業の主要な製品

　(1) みがき帯鋼………………………冷間圧延ステンレス鋼帯及びみがき特殊帯鋼

　(2) 加工品……………………………型鋼製品、ステンレス精密細管等

３　会計方針の変更

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９

号)を当第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、移動平均法による原価法から移動

平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)に変更しております。

この結果、従来の方法のよった場合に比べて、営業利益は、みがき帯鋼で49百万円、加工品で40百万円

それぞれ減少しております。

 

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が、90％を越えるため、所在地別セグ

メント情報の記載を省略しております。

 

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

 

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 2,355 126 2,482

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― 15,797

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 14.9 0.8 15.7

(注) １　国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　(1) アジア………………………………………………中国、タイ、シンガポール

　　(2) その他の地域………………………………………アメリカ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

(企業結合等関係)

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)
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該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

 

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 264.22円 １株当たり純資産額 259.45円

 

（注）１株当たりの純資産額の算定上の基礎

 

 
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 17,693 17,374

普通株式に係る純資産額(百万円) 17,693 17,374

普通株式の発行済株式数(千株) 67,000 67,000

普通株式の自己株式数(千株) 35 33

１株当たり純資産の算定に
用いられた普通株式の数(千株)

66,964 66,966

 

２．１株当たり四半期純利益

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益 6.49円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

 

 
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 434

普通株式に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 434

普通株式の期中平均株式数(千株) 66,965

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成20年８月14日

日本金属株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　二 ノ 宮　　隆　　雄　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　富　　永　　貴　　雄　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

日本金属株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累

計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連

結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等

に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国におい

て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定さ

れた手続により行われた。

 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本金属株式会社及び連結子会社

の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

 
※１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書

提出会社が別途保管している。

　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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